
山口市

令和６年５月１７日公表

山口市経済対策 第１６弾 拡充版※ その２ 【予算額】 ２１億５，６３０万円

（１）令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯への

「物価高騰対応重点支援給付金」の給付

（２）令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯等のうち

１８歳以下の児童がいる世帯への「物価高騰対応重点支援給付金」の加算給付

（３）定額減税しきれない方に対する補足給付金の給付

生活者支援

※山口市経済対策第１６弾拡充版については、令和５年１２月７日に公表しています。



１山口市
担当課：健康福祉部 地域福祉課（電話：083-934-2790）

物価高騰の影響を特に受けている令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税

となる世帯に対する国の支援制度として、「物価高騰対応重点支援給付金」（１世帯当たり１０万円）

を給付します。

基準日【令和６年６月３日】

○令和６年度の住民税が非課税である世帯

○令和６年度の住民税が均等割のみ課税世帯

ただし、以下の世帯を除く

・令和５年度に実施した「物価高騰対応重点支援給付金」及び「住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金」

の給付対象世帯

・住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯

１世帯当たり１０万円

確認書方式…７月中旬頃対象者に発送する確認書を返送いただいた後、７月下旬以降順次給付予定

（１）令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯への
「物価高騰対応重点支援給付金」の給付

【予算額：４５８，３００千円】

事業内容

対 象

給付額

給付方法等

生活者支援



【予算額：千円】

担当課：こども未来部 こども未来課（電話：083-934-2797）

物価高騰の影響を特に受けている令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる

世帯等のうち、１８歳以下の児童がいる世帯に対する国の支援制度として、

「物価高騰対応重点支援給付金」のこども加算（児童１人当たり５万円）を給付します。

基準日【令和６年６月３日】

○令和６年度の住民税が非課税の世帯であって、１８歳以下の児童※がいる世帯

○令和６年度の住民税が均等割のみ課税世帯であって、１８歳以下の児童※がいる世帯

ただし、以下の世帯を除く

・令和５年度に実施した「物価高騰対応重点支援給付金」

及び「住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金」の給付対象世帯

・住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯

基準日【令和５年１２月１日】

○令和５年度に実施した「物価高騰対応重点支援給付金」及び「住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金」

の給付対象世帯であって、令和６年４月１日以降に児童が出生した世帯の世帯主

児童１人当たり５万円

原則、プッシュ型方式（申請不要）により給付

ただし、基準日以降に出生した児童や別世帯だが扶養している児童がいる場合は申請が必要

対象１の申請期限：令和６年１１月２９日（令和６年１０月３１日までに出生した児童が対象）

対象２の申請期限：令和６年９月３０日（令和６年８月３１日までに出生した児童が対象）

２山口市

（２）令和６年度に新たに住民税が非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯等のうち
１８歳以下の児童がいる世帯への「物価高騰対応重点支援給付金」の加算給付

【予算額：６０，０００千円】

事業内容

対 象 １

給付額

給付方法等

対 象 ２

※平成１８年４月２日以降に生まれた児童



【予算額：千円】

３

担当課：総務部 総務課（電話：083-934-2908）

国の「デフレ完全脱却のための経済対策」として、令和６年に所得税及び住民税の定額減税が実施されます。

このうち、定額減税しきれないと見込まれる方に対し、その差額を補足給付金として給付します。

基準日【令和６年６月３日】

令和６年分所得税及び令和６年度分個人住民税所得割納税者のうち、定額減税しきれないと見込まれる方

定額減税額と、実際に減税される額との差額（１万円単位に切上げ）

定額減税額…１人４万円※×（本人＋扶養親族人数）

※令和６年分所得税３万円、令和６年度分個人住民税１万円

確認書方式…７月中旬頃対象者に発送する確認書を返送いただいた後、７月下旬以降順次給付予定

（３）定額減税しきれない方に対する補足給付金の給付

【予算額：１，６３８，０００千円】

事業内容

対 象

給付額

山口市

給付方法等



４山口市

参考


